平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：地域振興対策費
	事業名: 新過疎地域活性化支援事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総合企画部　市町村課　振興係　電話番号：058-272-8105
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11108@pref.gifu.lg.jp 

	事業費


　要求額：7,700千円（前年度予算額：　0 千円）
	要求内容


	１　要求の内容


　過疎化・高齢化が急速に進み、集落の維持が危惧されている過疎地域集落について、持続可能なものとするため取組むもの。

平成２３～２４年度に実施した「過疎地域集落実態調査」で明らかになった各地域、各市町村のニーズと、それぞれの事情及び今後展開していきたい方向性の違いを踏まえたうえで、持続可能な過疎集落に向けたモデル事業等を実施する。

【平成２５年度実施内容】

1 血縁・地縁の支え合いを補完する広域連携体制の強化　
１　血縁・地縁集落支え合い体制強化事業（3,500千円）内部人材活用型
　・モデル地域による近居血縁を含めた集落点検実施（Ｔ型集落点検５か所 1,288

　　千円）

　　・現状を踏まえた広域連携体制の研究（モデル地域での広域連携組織の立ち上げ
　　　に向けた検討等2,212千円）

2 持続的な集落維持に向けた活力創出とそれを支える人材確保支援　

２　「域学連携」による地域活力創出モデル事業（2,000千円）外部人材活用型
・大学と連携した地域活力創出モデル事業の実施

・大学生と大学教員が地域の現場に入り、地域の住民やＮＰＯ等とともに、地域
　の課題解決又は地域づくりに取り組み、地域の活性化に資する活動を行う。
３　集落再生コーディネーター養成事業（2,200千円）外部・内部人材活用型
　　　　・地域活力創出のための地域づくりを進める外部・内部人材向けの講習実施

　　　　・県が一括して広域的に受講生を募集・養成し、「地域おこし協力隊」等とマッチ

　　　　　ングを図るなど、市町村を支援する。　　
	２　所要経費


（１）血縁・地縁集落支え合い体制強化事業費
・旅費　788千円、報償費　600千円、委託料　2,000千円、使用料　72千円、

消耗品費　20千円、役務費　20千円

（２）「域学連携」による地域活力創出モデル事業費
・委託料　2,000千円
（３）集落再生コーディネーター養成事業費
・旅費　628千円、報償費　416千円、消耗品費  460千円、

　印刷製本費　200千円、役務費　280千円、使用料　216千円
	決定額の考え方


　事業効果を見極めながら進めていく必要があるため、対象地域を精査した上で所要額を計上します。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	7,700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,700

	決定額
	5,200
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,200


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
持続可能な過疎集落とするために、過疎集落で現状行われている血縁・地縁による集落支え合いが継続できる体制づくりを支援します。また、過疎集落の活力創出のために、それを支える人材確保支援を行います。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	集落再生コーディネーター養成事業による養成人数
	0人
（H24）
	（H  ）
	（H  ）
	（H25）
	30人
（H26）
	　 ％

	
	（H　）
	（H  ）
	（H  ）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（1） 「過疎地域集落実態調査」実施（平成23年度1月～24年度8月）　

・県内の過疎地域等１５市町村の１５５集落のヒアリング調査、約３，２００世帯
のアンケート調査を実施。　
（2） 「第３回過疎地域集落対策研究会」開催　
・平成24年9月13日（木）、メンバー：県、過疎市町村の担当、学識経験者（参加
人数：合計２６人）
（3） 「岐阜県政策研究会」の中での議論・研究・発表・提案
・「過疎地域集落実態調査」の結果取りまとめ及び今後の支援策の提案については、
「岐阜県政策研究会」の中でも議論・研究され、その発表及び支援策の提案がなさ
れる予定（平成25年2月）。
（4） 平成24年度緊急雇用事業「過疎地域活性化実践リーダー養成事業」
　・平成24年10月から実施中


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
「過疎地域集落実態調査」の実施により、県内の過疎地域で高齢者が半数以上を占める集落の集落機能等の実態を把握し、これらの地域集落の現状や課題、その特性や可能性などを整理し、今後の具体策の検討の基礎的な資料とすることができた。
「第３回過疎地域集落対策研究会」開催により、「過疎地域集落実態調査」結果を踏まえた各市町村の過疎対策の現状と課題及びニーズ、有識者からの意見等を関係者で議論することができた。

「岐阜県政策研究会」で行われている「過疎地域集落実態調査」を基にした研究結果や、「第３回過疎地域集落対策研究会」での市町村のニーズ、有識者からの意見等については、平成25年度当初予算要求に反映されている。
平成24年度緊急雇用事業の「過疎地域活性化実践リーダー養成事業」を10月から実施中。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）

○

	平成22年度の国の調査により、県内の過疎地域に65歳以上の住民が50％以上を占める集落が115集落あることが判明したが、早急な対策に着手するには、それら集落の実態を十分に把握することが必要となった。
そこで「過疎地域集落実態調査」を市町村と連携し行うことにより、各地域集落の実態を調査し、現状や課題、その特性や可能性について個別に整理するとともに、共通する課題を明らかにし、調査結果を市町村と共有することで効果的な過疎対策につなげることとした。　　　

過疎対策の主体となる各市町村においては、すでに医療対策、買い物支援等の個別の各種過疎対策事業に取組み、さらに住民のニーズに近づくべく、現状の過疎対策事業の内容を改善、拡充等されることが期待できる。また、県の関係部局は補助金等で市町村の事業を後押ししている。

一方、過疎地域集落が持続可能になるには、現状の血縁・地縁での支え合いの強化や、地域活力の創出とそれを担う人材確保が不可欠であり、各市町村がそれぞれに抱える事情及び今後展開していきたい方向性の違いを踏まえたうえで、県としては、過疎地域の問題点の全分野に関わり、全地域共通で役立つものを市町村とともに実施していく必要があるため、「実態調査」での声でもあり、関係者の共通認識でもある「人材養成（外部・内部人材活用）」に取り組むものである。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
「過疎地域集落実態調査」、市町村の希望、有識者からの提案等を踏まえ、内部人材及び外部人材の活用により持続可能な過疎集落となるよう支援するもの。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
２５年度事業の実施状況を見ながら、市町村からの要望も勘案し、事業継続について判断したい。



